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令和５年９月１９日 

 

「地域包括支援センター運営システムの機器更新 

プロジェクト」に係る入札の実施について（要領） 

 

社会福祉法人 大阪市天王寺区社会福祉協議会 

 

このたび、標題のプロジェクトについて、サーバー及びパソコン等の機器購入及び設定調

整業務を委託する業者を選定するため、下記要領にて一般競争入札を実施します。 

入札参加を希望される方は、ご一読のうえご応募ください。 

 

記 

〇 入札概要、参加について 

１ 件   名 

「地域包括支援センター運営システムの機器更新プロジェクト」 

２ 仕   様 

機器等のスペック及び設定調整業務の内容については、別紙１の「仕様書」のとおり。 

（SVについては、別紙 1で示す参考機種以外での入札の場合、事前に製品詳細表を提出のこと。）  

３ 納入場所 

大阪市天王寺区社会福祉協議会 ２階 地域包括支援センター 

４ プロジェクト期間 

契約日から 1カ月間（機器等の納品から設定調整業務完了まで） 

 

５ 参加資格 

（ １ ） 機器等の納品や設定調整業務の施行能力を有し、業務に必要な技能、ライセンス、

許認可等を取得している者。 

（ ２ ） 大阪市暴力団排除措置要綱第３条に定める入札等排除措置を受けていないこと、

及び本要領の別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しない者。 

（ ３ ） 国及びその機関並びに大阪府、大阪市、本会において、入札停止処分を受けてか

ら２年間を経過する者。（参考：大阪市契約規則、大阪市暴力団等排除措置要綱） 

 

６ 参加方法 

令和５年１０月５日（木）午後５時までに、本要領の別紙２「入札参加申請書」及び別紙３「誓 

約書」に必要事項を記入し、押印のうえ、本会あて郵送又は持参すること 。（後日、入札参 

加資格確認通知書を送付します。） 
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〇 入札方法等について 

１ 入札書類 

（ １ ） 見積書（各社様式のもの）  

各物品の単価及び機器の設定調整にかかる作業費用、また配送費や設置費等が必

要な場合はその費用を記載のうえ、総合計（消費税込）を見積額とすること。 

（ ２ ） 製品詳細表 

PCは入札時に提出。SVは参考機種以外での入札の場合、事前に提出のこと。 

 

２ 入札期限 

令和５年１０月１９日（木） 正午 

 

３ 入札方法 

郵送または持参（郵送の場合は期限までに必着のこと。）  

 

４ 開札日時及び場所 

令和５年１０月１９日（木） 午後１時３０分  本会４階会議室 

 

５ 落札決定 

（ １ ） 仕様書の要件を満たしており、入札金額が最も低い者を落札者とする。 

（ ２ ） 落札者となりうる者が２社以上ある場合は、くじ引きで落札業者を決定する。 

（ ３ ） 落札者となるべき者が、当該契約の内容に適合した履行がなされない恐れがあると

認められるとき、またはその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそ

れがあるなど、著しく不適当であると認められるときは、他の者のうち価格が最も低い

者を落札者とすることがある。 

６ 入札無効 

（ １ ） 入札書に記載すべき事項を欠き、または入札書の文字が判読できないとき。 

（ ２ ） 入札書に記名押印がないとき。  

（ ３ ） 入札金額を改ざんし、または訂正したとき。 

（ ４ ） 入札に参加資格がないものが入札したとき。 

（ ５ ） その他、入札に関する条件に違反したとき。 

 

７ 契約締結 

落札決定後、すみやかに「物品買入契約」を締結する。 

 

８ 連絡先 

大阪市天王寺区地域包括支援センター  担当：播井（はりい）、野田 

所在地：大阪市天王寺区六万体町５－２６ 電話：０６－６７７４－３３８６ 
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仕 様 書 

サーバー等 1 台（参考機種：NEC Express5800/T110K ） 

項   目 スペック等の数値、内容 備   考 

製品について 国内外の主要メーカ品 既存品撤去(データ消去確認) 

OS Windows Server2022 以上  

CPU 
Xeon E-2314以上 

4 コア、4スレッド以上 

動作周波数 2.8GHz以上 

 

メインメモリー 16GB以上  

ストレージ容量  
ハードディスク 1TB以上 

（SATA、RAID1以上） 
※その他設定調整参照 

NIC 1000BASE-T以上  

データベースエンジン 
マイクロソフト SQL Server2016以上 

（Express版を含む各 Edition） 
 

バックアップ RDXによる（外付けドライブ可） RDX ｶｰﾄﾘｯｼﾞは既存品使用 

サポート 24時間 365日 5年間 概ね 2時間以内、UPS含む 

キーボード・マウス なし 既存品使用 

モニター なし 既存品使用 

UPS電源 サーバー容量に見合うもの 既存品撤去 

※設定調整費用等 

・ （株）ブレインサービスの「地域包括支援センター運営システム」と「あんしんサポート運営システム」

を運用、それらの現在の容量合計は 30GB 程度。「両システム」の移行及び設定調整はブレインサ

ービス社が行う。 

・ 共有フォルダーを４フォルダー運用（地域包括、認知症初期集中、認知症強化型、介護予防のグ

ループ別、現在の容量合計は 200GB 程度）、グループ別での接続（一部の PC は複数グループ

に接続）となるのでフォルダー権限設定が必要。（PC の SV への接続費用は PC 側の作業費用と

する。） 

・ SV の見積額については、機器代とともに初期設定、バックアップ設定、ウィルスバスター管理機設

定、データーコピー等の費用を算定のうえ作業費用として計上してください。 

 

クライアント・パソコン A 12台（「包括システム」と「共有フォルダー」に接続） 

 

 

 

項   目 スペック等の数値、内容 備   考 

製品について 
国内外の主要メーカー品 

（NEC、富士通、マウス C、H.P等） 
既存品撤去(データ消去確認) 

デスクトップ型 コンパクトタイプ サイズは 40×200×200程度 

別 紙 １ 
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※設定調整費用等  

・ 初期設定（オフィス等を含む）及び上記 SV との接続（SV内の「両運営システム」への接続は、別途

ブレインサービス社が行う）、プリンター接続（リコーMP-C5504）、ウィルスバスターインストール（SV

内）、データ移行（10GB以下）等の費用を算定のうえ作業費用として計上してください。 

 

クライアント・パソコン B ４台（「共有フォルダー」のみに接続） 

 

 

 

OS Windows 11 Pro（64ビット） Win11 移行権利保有も可 

CPU インテル Core i3 以上、  

標準メモリー容量 8GB 以上  

ストレージ種類、容量 SSD 256GB 以上 HDD 不可 

NIC 100MB 以上  

データベースエンジン 
マイクロソフト SQL Server2016 以

上（Express 版を含む各 Edition） 
 

フロントシステム 
マイクロソフト･アクセス 2016

（2013）Runtime 以上 
 

無線 LAN  

ブルートゥース 
なし可  

その他通信機能 有線 LANポート(1000BASE-T 以上)  

インターフェイス 
HDMI 有、USB 有 

MC/SP ジャック有 

ポート数は付属のまま 

スピーカーなしでも可 

ＡC アダプター 有（専用のもの）  

キーボード・マウス なし 既存品を使用 

モニター･ディスプレイ なし 既存品を使用 

オフィス 
マイクロソフト･オフィス H＆B（最

新） 

アウトルック・ワード・エク

セル・パワーポイント有 

項   目 スペック等の数値、内容 備   考 

製品について 
国内外の主要メーカー品 

（NEC、富士通、マウス C.。H.P 等） 
既存品撤去(データ消去確認) 

デスクトップ型 コンパクトタイプ サイズは 40×200×200 程度 

OS Windows 11 Pro（64ビット） Win11 移行権利保有も可 

CPU インテル Core i3 以上、  

標準メモリー容量 8GB 以上  

ストレージ種類、容量 SSD 256GB 以上 HDD 不可 

無線 LAN  

ブルートゥース 
なし可  

その他通信機能 有線 LANポート(1000BASE-T 以上)  

インターフェイス 
HDMI 有、USB 有 

MC/SP ジャック有 

ポート数は付属のまま 

スピーカーなしでも可 
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※設定調整費用等 

・ 初期設定（オフィス等を含む）及び上記 SV との接続（SV 内の「両システム」への接続は、別途ブレ

インサービス社が行う）、プリンター接続（リコーMP-C5504）、ウィルスバスターインストール（SV 内）、

データ移行（10GB以下）等の費用を算定のうえ作業費用として計上してください。 

 

ケーブル等 

項   目 スペック等の数値、内容 備   考 

HDMIケーブル 15本 
線長 0.7ｍスリムタイプ、4K対応 

（エレコム DH-HD14EA07WH） 
モニター連結用（4本既存） 

電源コンセント 15本 線長 3m程度、4口（差込幅留意） 
床コンセントから机上迄 

PC、モニター、電話を接続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡC アダプター 有（専用のもの）  

キーボード・マウス なし 既存品を使用 

モニター･ディスプレイ なし 既存品を使用 

オフィス 
マイクロソフト･オフィス H＆B（最

新） 

アウトルック・ワード・エク

セル・パワーポイント有 
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入 札 参 加 申 請 書 

 

令和  年  月  日 

 

社会福祉法人 

大阪市天王寺区社会福祉協議会 

会 長  一本松 三雪   様 

                        

                        

 

                                                     ㊞ 

                                              （契約書印と同一印） 

 

 

 大阪市天王寺区社会福祉協議会が実施する入札に参加したいので申請します。なお 

入札参加資格を満たしていることを誓約いたします。 

また、落札の際は仕様書に基づく内容を遅延することなく遂行いたします。 

 

記 

 

入札参加希望件名  「地域包括支援センター運営システムの機器更新プロジェクト」 

     

提出書類に関する連絡先 

 

   担当部署名： 

 

   担 当 者 名： 

 

   連 絡 先：                   

 

   （電話）            （FAX） 

 

   メールアドレス： 

（携帯メールアドレス不可） 

 

別 紙 ２ 

住

住 所 又 は 

事務所所在地 

商号又は名称 

氏名又は代表者氏名 
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令和  年  月  日 

 

社会福祉法人 

大阪市天王寺区社会福祉協議会 

会 長   一本松 三雪  様 

 

   

   

     

 

 

誓  約  書 

 

私は、大阪市天王寺区社会福祉協議会（以下区社協という）が大阪市暴力団排除条例に基づき、

区社協実施事業等により暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入

札、契約等から排除していることを承知したうえで、次に掲げる事項を誓約します。  

 

１ 私は、大阪市天王寺区社会福祉協議会（以下区社協という）が実施する、入札に参加（落札者に

おいては受注）するに際して、大阪市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる者のいずれに

も該当しません。 

２ 私は、大阪市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため区社

協及び大阪市（以下区社協等という）から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出し

ます。 

３ 私は、本誓約書及び役員名簿等が区社協を通じて大阪市および大阪府警察本部に提供されるこ

とに同意します。 

４ 私が本誓約書１に該当する事業者であると区社協等が大阪府警察本部から通報を受け、又は区 

社協等の調査により判明した場合は、大阪市暴力団排除条例及び大阪市契約関係暴力団排除措

置要綱に基づき、区社協等のホームページ等において、その旨を公表することに同意します。 

５ 私が大阪市暴力団排除条例第７条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等

（ただし、契約金額 500万円未満のものは除く。）から誓約書を徴し、区社協に提出します。 

６ 私が使用する下請負人等が、本誓約書１に該当する事業者であると区社協等が大阪府警察本部

から通報を受け、又は区社協等の調査により判明した場合、下請契約等の解除又は二次以降の下

請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。 

 

 

住 所 又 は 

事務所所在地 

商号又は名称 

氏名又は代表者名                         ㊞ 
                          （契約書印と同一印） 

別 紙 ３ 
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○大阪市暴力団排除条例（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大阪市暴力団排除条例施行規則（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除に関する措置） 

第８条 市長は、前条の趣旨を踏まえ、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

(1) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者に対し、公共工事等及び売払い等に係る入札に参加する

ために必要な資格を与えないこと 

(2) 入札の参加者の資格を有する者（以下「有資格者」という。）が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められ

た場合には、当該有資格者を公共工事等及び売払い等に係る入札に参加させないこと 

(3) 有資格者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、必要に応じ、その旨を公表すること 

(4) 公共工事等に係る入札の参加者の資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下げた日から１年

を経過しない者であって、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められるものに対する前号に掲げる措置に準

ずる措置 

(5) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者を契約の相手方としないこと 

(6) 公共工事等及び売払い等の契約相手方が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、当該

公共工事等及び売払い等の契約を解除すること 

(7) 公共工事等の下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、契約相手方に対し

て、当該下請負人等との契約の解除を求め、契約相手方が当該下請負人等との契約の解除の求めを拒否した場合に

は、契約相手方との当該公共工事等の契約を解除すること 

(8) 前各号に掲げるもののほか、公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除を図るために必要な措置 

２ 市長は、前項各号（第３号を除く。）に掲げる措置を講ずるために必要があると認めるときは、契約相手方及び下請負人等に

対し、これらの者が暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書の提出及び必要な事項の報告等を求めることができ

る。 

３ 市長は、前項の誓約書を提出した者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めるときは、その旨を公表すること

ができる。 

（暴力団密接関係者） 

第３条 条例第２条第３号の市規則で定める者は、次のいずれかに該当する者とする。 

(1) 自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者 

(2) 暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、金品その他

の財産上の利益又は役務の供与（次号において「利益の供与」という。）をした者 

(3) 前号に定めるもののほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる

相当の対償のない利益の供与をした者 

(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(5) 事業者で、次に掲げる者（アに掲げる者については、当該事業者が法人である場合に限る。）のうちに暴力団員又は第

１号から前号までのいずれかに該当する者のあるもの 

ア 事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他のいかなる

名称を有する者であるかを問わず、当該事業者に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と

同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。） 

イ 支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所そ

の他の組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者 

ウ 営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、そ

れらと同等以上の職にあるものであって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をす

る権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 

エ 事実上事業者の経営に参加していると認められる者 

(6) 前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、公共工事等に係る下請契約、資材 

又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者 
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特 記 仕 様 書 

 

１．暴力団等の排除について 

（ １ ） 乙（業務受託者）及び丙（受託業務執行者）が、この契約の履行期間中に大阪市暴力団等排除措置

要綱（以下「要綱」という。）に基づく入札等除外措置を受けたときは、契約を解除することがある。 

 

（ ２ ） 乙及び丙は、入札等除外措置を受けている者又は要綱別表各号の措置要件に該当する者（以下「入

札等除外措置を受けている者等」という。）に、この契約の全部又は一部について下請負（二次以降の

下請負を含む。以下同じ。）をさせ、若しくは受託（二次以降の受託を含む。以下同じ。）させてはならな

い。また、入札等除外措置を受けている者等を保証人としてはならない。 

また乙及び丙は、この契約の下請負若しくは受託をさせた者（以下「下請負人等」という。）又は保証

人が、契約履行期間中に入札等除外措置を受けた場合又は要綱別表各号の措置要件に該当すると

認められた場合は、速やかに下請負人等との契約を解除し、又は保証人の変更をしなければならな

い。 

 

（ ３ ） 乙及び丙は、この契約の履行にあたり暴力団員等から工事妨害等の不当介入又は下請参入等の不 

当要求（以下「不当介入」という。）を受けたときは、速やかに、この契約に係る本市監督職員若しくは検

査職員又は当該事務事業を所管する担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察

への届出を行わなければならない。 

また乙及び丙は、下請負人等が暴力団員等から不当介入を受けたときは、当該下請人等に対し、速 

やかに監督職員等へ報告するとともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。これらを怠っ

た場合には、指名停止措置を行うことがある。 

 

（ ４ ） 乙及び丙は(3)に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う捜査に協力しなけれ 

ばならない。 

 

（ ５ ） 甲（業務委託者）及び乙及び丙は、暴力団員等からの不当介入により契約の適正な履行が阻害され 

るおそれがあるときは、双方協議の上、履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他

必要と認められる措置を講じることとする。 

 

別  表 


